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第１章 基本的事項 

１ 本計画策定の趣旨 

  「愛知県地域防災計画－地震・津波災害対策計画－（令和元年６月修正、愛知県防

災会議）」に示されているとおり、南海トラフ全域で、30年以内にマグニチュード８

以上の地震（以下「南海トラフ地震」という。）が起きる確率は 70～80％と予測され

ており、この地域は、巨大地震がいつ起きてもおかしくない状況にある。 

  また、近年、気候変動に伴う想定を超える大型台風や集中豪雨の発生増により、河

川の氾濫や土砂災害等の災害リスクも高まっている。 

  一度、大規模災害が発生すると、大量の災害廃棄物が発生し、生活環境の悪化、復

旧・復興の遅れへとつながりかねない事態となる。平成 23年３月 11 日に発生した東

日本大震災の教訓からも、被害が発生してからでなく事前に対策を講じておく重要性

を学んだ。 

  こうしたことから、環境省において、地方自治体の災害廃棄物対策を促進するため、

平成 26 年３月に「災害廃棄物対策指針」（以下「国指針」という。）が新たに策定さ

れ、県及び市町村にも災害廃棄物処理計画の策定が求められているところである。 

  本計画は、国指針及び平成 28 年 10 月に策定された「愛知県災害廃棄物処理計画」

（以下「県処理計画」という。）に基づき、災害で大量に生じる廃棄物等を迅速かつ

適正に処理するために必要な事項を定め、被災後の早期の復旧及び復興を図り、町民

の生活環境を守ることを目的とするものである。 

 

２ 本計画の位置付け 

  本計画は、国指針を踏まえ、本町の防災対策全般の計画である「東郷町地域防災計

画」（以下「地域防災計画」という。）と整合性を図り本町における災害廃棄物対策の

基本的な考え方や方向性を取りまとめたもので、その位置付けは図１のとおりである。 

  本町で災害が発生した際、災害廃棄物の処理は、本計画に従い進めるが、実際の被

災状況により柔軟に運用するものとする。 
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※参考:災害廃棄物対策指針（平成 26 年３月、環境省） 

図１ 本計画の位置付け 

 

３ 本町の特徴 

 ⑴ 本町の地形・地質等 

   本町は、名古屋市東部に隣接し、平野部と丘陵部の接合部にあたり起伏に富んだ

地形で、東西 6.34 ㎞、南北 6.36 ㎞、総面積 18.03 ㎢を有している。 

   標高は、最高 112ｍ、最低 17ｍで 100ｍ近い標高差がある。地質、地盤は粘土、

シルト、砂、砂礫を主体とする新生代第三紀鮮新世瀬戸層群に属する矢田川累層か

らなり、ところによってその上部に第四紀更新世に属する沖積層の八事層又は第四

紀完新世に属する沖積層が覆っている。 

   水系は、みよし市との境に境川が流れ、それぞれの丘陵地の合間を前川、春木川

が流れ、境川に合流している。また、ため池が点在しそれを起点とする小河川が多

国 

災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号） 

防災基本計画（平成 28年５月 中央防災会議） 

環境省防災業務計画（平成 28年４月 環境省） 

 

災害廃棄物対策指針（平成 26年３月 環境省） 

 

県 
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愛知県災害廃棄物処理実行計画 

 

東郷町災害廃棄物処理実行計画 

 （災害実態に基づき策定） 

 

（災害実態に基づき策定） 
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くみられる。 

   年間の平均気温は、15℃程度で、年間降水量は 1,500 ㎜程度とそれほど多くなく、

降雪はまれである。 

 

 ⑵ 社会的条件 

   災害は、地形、地質、地盤等の自然的条件のほか人や建築物等の社会的条件によ

ってもたらされるものが同時複合的に発生することが特徴である。 

   本町における社会的な災害要因としては、主に次のような点が挙げられる。 

  ア 昭和 40 年代半ばから土地区画整理事業や大規模住宅団地等の建設により都市

化が進み、人口が増加したため大災害の時にはそれに比例して被災人口も増加す

る心配がある。 

  イ 都市化の進展により住宅地が増え、里山が減ったことにより、降雨時に浸透す

る水量が減り、出水量が増加することにより河川等の氾濫を引き起こす危険性が

ある。 

  ウ 電力、ガス、水道、下水道、電話等は現代社会を支える基礎的なインフラであ

り、これらのライフライン施設が被害を受けると、その復旧に時間を要するばか

りか、２次災害の危険もある。また、これらのインフラに対する依存度は、災害

対応を行う役場など公共機関においても高いため、十分な事前の対応がされてい

ないと災害応急対策に大きな影響を与えてしまう。 

  エ 町内には名古屋市と豊田市を結ぶ国道 153 号豊田西バイパスなど社会経済的

な面で重要な路線が通っており、災害等により、これらの通行が阻害された場合

には、被害の拡大が心配される。 

  オ 人々の価値観の多様化等により地域社会が変容し、コミュニティ意識の低下を

招いている。そしてこのことは、消防団員確保が困難になるなど地域防災力の低

下につながっている。 

    これらの災害要因をできる限り克服し、災害による被害を最小限に食い止める

には、まず第１に町民が自分の身は自分で守るという自助、向こう３軒両隣での

互助、身近な区・自治会等による共助、そして行政による公助がうまく機能する

ような防災協働社会の形成を進める必要がある。 

 

４ 対象とする災害と廃棄物 

 ⑴ 対象とする災害 

   本計画では、地震災害及び風水害、その他自然災害を対象とする（表１）。 
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表１ 対象とする災害 

対象とする災害 概要 

地震災害 地震の揺れに加え、これにより発生する火災、液状

化、急傾斜地崩壊等も対象とする。 

風水害、その他自然災害 台風、集中豪雨、土砂災害等 

 

 ⑵ 本計画における被害想定 

   本計画における被害想定については、地域防災計画で本町の地震等の対策を進め

る上で軸となる想定として位置付けられる南海トラフ地震の「過去地震最大モデル

※１」による被害想定とする。 

   なお、本町では、過去に伊勢湾台風や東海豪雨等で被災していることから、風水

害に係る留意点、特記事項についても併せて各項に記載する。 

   本町における被害想定は、「過去地震最大モデル」、「理論上最大想定モデル※２」

とも「６強」となり、これらによる被害は以下のとおりである（表２）。 

なお、掲載したデータは、冬早朝５時、夏昼１２時、冬夕方１８時の設定のうち、

被害が最大になる冬夕方１８時のものである。 

   ※１ 過去地震最大モデル…南海トラフで繰り返し発生している地震・津波のうち、発

生したことが明らかで規模の大きいもの（宝永、安政東海、安政南海、昭和東南海、

昭和南海の５地震）を重ね合わせたモデルである。 

   ※２ 理論上最大想定モデル…南海トラフで発生する恐れのある地震・津波のうち、あ

らゆる可能性を考慮した最大クラスの地震・津波を想定。千年に一度あるいはそれ

よりもっと発生頻度が低いものである。 

 

表２ 被害想定             （棟） 

 全壊・消失棟数（冬夕方 18 時発災） 

揺れ 液状化 浸水・津波 急傾斜地 火災 合計 

過 去 地 震 

最大モデル 
約 90 * * * 約 10 約 100 

理論上最大 

想定モデル 
約 700 * * * 約 200 約 900 

*:被害わずか（5未満） 

 ①5未満→「*」、②5以上 100 未満→「一の位を四捨五入」、③100 以上 1万未満→「十の位を四捨五入」 

出典：東郷町地域防災計画（平成３０年度版） 
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 ⑶ 対象とする廃棄物 

   本計画において対象とする廃棄物は、被災者の生活に伴う廃棄物及び災害によっ

て発生する廃棄物に大別され、表３のとおりである。 

 

表３ 対象とする廃棄物 

廃棄物 特徴 

被 災 者 の 

生 活 に 伴 

う 廃 棄 物 

生活ごみ 家庭から排出される生活ごみや粗大ごみ 

避難所ごみ 避難所から排出される生活ごみなど 

し尿 

仮設トイレ（災害用簡易組み立てトイレ、レンタルトイ

レ及び他市町村・関係業界等から提供された汲取り式ト

イレの総称）等からの汲取りし尿 

災 害 に よ 

っ て 発 生 

す る 廃 棄 

物 

可燃物 繊維類、紙、木くず、プラスチック等が混在した廃棄物 

不燃物 ガラス・陶磁器くず、土砂などが混在した廃棄物 

木くず 柱・梁・壁材、風水害などによる倒木など 

コンクリート

がら 

コンクリート片やコンクリートブロック、アスファルト

くずなど 

金属くず 鉄骨や鉄筋、アルミ材など 

腐敗性廃棄物 

冷凍冷蔵庫や加工場等から排出される食品廃棄物・水産

廃棄物、飼肥料工場等から排出される飼料・肥料、畳な

ど 

廃家電 

被災家屋から排出されるテレビ、洗濯機、エアコンなど

の家電類で、災害により被害を受け使用できなくなった

もの 

廃自動車等 
災害により被害を受け使用できなくなった自動車、自動

二輪、原付自転車 

有害廃棄物 
廃石綿等、石綿含有廃棄物、ＰＣＢ廃棄物、薬品、注射

針等 

その他処理が

困難な廃棄物 

消火器、ボンベ類などの危険物や石膏ボード、レンガな

ど尾三衛生組合東郷美化センターで処理が困難なもの 
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第２章 災害廃棄物対策に係る全般的事項 

１ 災害廃棄物処理に係る基本方針 

 災害発生後の町民の生活環境の保全に資するべく、本町において災害廃棄物を迅速

かつ適正に処理するための基本的な方針は、次のとおりである。 

 ⑴ 計画的かつ迅速な処理 

   迅速な復旧・復興に資するため、災害廃棄物の発生量や被害状況等を的確に把握

し、国や県、他自治体や民間事業者等と連携の上、計画的かつ迅速に処理を行う。 

 

 ⑵ 安全確保・環境への配慮 

   建築物の解体や災害廃棄物の収集運搬・保管・処理等の作業実施にあたっては、

安全性を確保しつつ、大気、水質、土壌、騒音、振動、悪臭等周辺の生活環境への

影響に配慮し、町民の健康の保護、環境衛生の確保を図る。 

 

 ⑶ 分別・リサイクルの推進 

   災害廃棄物の発生場所や仮置場への搬入時や倒壊家屋の解体・撤去時等から可能

な限り分別を行い、極力リサイクルを図る。 

 

２ 処理スケジュール 

  発災前後の各段階で行う業務概要は、表４のとおりである。 

避難所ごみ・し尿については、避難所の生活環境の悪化を防止するため、発災の翌

日にはし尿の収集運搬を、３～４日後には避難所ごみの収集運搬を開始し、避難所の

閉鎖とともに終了する。 

  災害の規模や被災の状況を踏まえつつ、可能な限り早期の処理を目指し、発災後早

期に適切な処理期間を設定する。 

  大規模災害時においては、復旧・復興事業によって発生したものを含め、全ての廃

棄物の処理を概ね３年以内に完了することを目指す。ただし、復旧・復興事業におけ

る再生資材の利用の内容や進捗に応じて柔軟に対応する。 

  発災後、国により処理指針（マスタープラン）が作成された際には、そこで示され

る目標期間との整合を図る。 
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表４ 業務の概要 

段階 業務概要 

発災前 ・災害廃棄物処理計画の策定 

・県・他市町村・関係機関等との連携体制の整備 

・応援要請先の確保、災害応援協定の拡充・具体化 

・仮置場候補地の設定 

・人材育成・訓練の実施 

発災後 3か月程度まで 

（応急対策） 

【初動期：発災後数日間】 

・組織体制の整備 

・避難所ごみ・し尿の収集運搬、処理 

・被害状況の把握、県への報告及び調整等の要請 

・他市町村・民間事業者等への応援要請 

・一次仮置場の設置 

【初動期以降】 

・災害廃棄物の収集・撤去 

・廃棄物処理業者への委託処理 

・災害廃棄物発生量等の推計 

・災害廃棄物処理実行計画の策定 

・災害等廃棄物処理補助事業※のための報告書の作成 

県へ事務委託する場合 

・委託範囲の確定 

・事務委託の手続（規約、議決、告示） 

・仮設処理施設の設置場所選定 

発災後 3年程度まで 

（復旧・復興対策） 

・損壊家屋等の解体撤去 

・二次仮置場の設置 

・災害等廃棄物処理補助事業における災害査定の受

検、補助申請 

  ※災害関係業務事務処理マニュアル（平成 26 年６月、環境省）を参考に事務を実

施する。 

 

３ 処理主体 

  災害廃棄物は原則として一般廃棄物であり、廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（昭和 45 年法律第 137 号）（以下「廃棄物処理法」という。）第６条の２の規定によ

り、町がその処理責任を担う。尾三衛生組合並びにその構成市町、本町がし尿処理を

委託している日進市（日進美化センター）及び応援団体等と調整しつつ処理を行う。 

  また、本町が甚大な被害を受け、自らのみでは災害廃棄物の処理が困難な場合には、
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地方自治法に基づき、県へ事務の一部を委託し、災害廃棄物の処理を行う。   

 

４ 組織体制 

  地域防災計画に基づき、東郷町災害対策本部（以下「災害対策本部」という。）の中

に設置される衛生防疫班を中心として災害廃棄物対策を行う。 

  災害廃棄物処理は、発災後の応急対応から復旧・復興に至るまで長期にわたる上、

多数の人員による取組となる業務であることから、地域防災計画及び東郷町業務継続

計画（ＢＣＰ）に基づき、適正な人員配置を行うとともに必要に応じて応援職員を動

員して臨時の体制を組織する。 

  組織体制は図２のとおりとし、衛生防疫班の各担当の業務概要は表５に示すとおり

である。 

 

 

図２ 組織体制 
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表５ 衛生防疫班の主な業務概要 

役割 担当 主な業務概要 

班長 環境課長 ・災害対策本部との連絡調整 

・各班の業務の把握並びに担当及び他部班への業務分担 

・災害廃棄物処理実行計画の策定 

・国庫補助のための災害報告書の作成及び処理に必要な

財源の確保 

・県、他市町村及び関係団体等との連絡調整 

・支援の要請や受入れのための連絡調整 

防疫担当 担当職員 ・衛生資材及び薬剤の調達及び配布 

・床上及び床下浸水地域の把握 

・床上及び床下浸水地域の消毒の実施 

・仮置場等の消毒の実施 

・消毒方法等の町民への広報 

し尿担当 担当職員 ・し尿発生量の推計及び把握 

・し尿の収集運搬の管理 

・民間委託業者等との連絡調整及び委託契約 

・し尿収集方法等の町民への広報 

廃棄物担当 担当職員 ・災害廃棄物発生量の推計及び把握 

・災害廃棄物の収集運搬の管理 

・災害廃棄物処理の連絡調整 

・仮置場の確保及び開設 

・仮置場の管理及び分別指導 

・民間委託業者等との連絡及び委託契約 

・廃棄物の分別、処理方法等の町民への広報 

 

参考：一般廃棄物処理施設の業務概要 

尾三衛生組合東郷美化センター ・生活ごみの受入れ 

・ごみ処理施設の保守管理 

・災害廃棄物の中間処理及び最終処分 

日進美化センター ・し尿の受入れ 

・し尿処理施設の保守管理 

・し尿の処理 
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５ 情報収集・連絡 

  迅速かつ的確な災害廃棄物対策のために、災害対策本部との連絡を密にし、情報収

集・連絡調整を行う。 

  また、発災時に収集する情報の区分と内容は表６のとおりとし、災害対策本部等か

ら情報収集する。なお、連絡体制は地域防災計画に基づき実施する。 

 

表６ 発災時に収集する情報の区分と内容 

情報の区分 収集する内容 

被災状況 ・災害の発生日時及び場所、被害概要、気象状況 

・浸水状況（床上、床下、倒壊戸数） 

・道路、橋、電気、水道及び下水道の被害状況 

利用できる施設、機材、 

車両、人的資源等 

・公共施設の被災状況 

・職員の安否、職務可能の是非 

・一般廃棄物処理施設の被災状況 

収集運搬等の経路確保 ・収集運搬経路の被害状況 

その他 ・避難場所の確保、飲食料の確保、ボランティアの確保（人

員、配置） 

 

６ 協力・支援体制 

 ⑴ 行政、民間事業者等との協力・支援体制 

   本町では、地震等による大規模災害が発生した場合に備えて、県、他市町村、一

部事務組合及び下水道管理者との間で「災害時の一般廃棄物処理及び下水処理に係

る相互応援に関する協定」を締結しており、本町のみでは処理が困難で応援が必要

な場合は、周辺市町村、下水道管理者又は県に応援要請を行う。 

   また、一般社団法人愛知県産業廃棄物協会と「災害時における廃棄物の処理等に

関する協定」を締結しており、協力体制を構築している。 

 

 ⑵ 地域ブロックによる連携 

   県処理計画では、南海トラフ地震の発災時における地域間連携として、事前に地

域ブロック分けをすることにより、発災前及び発災後における市町村間の連携を示

している。本町は、尾張東部・尾三ブロック（瀬戸市、尾張旭市、長久手市、日進

市、みよし市及び東郷町）に属しており、自ら対応できない場合は、まずブロック

内の他市や民間事業者等へ応援要請を行う。 
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 ※参考：愛知県地域防災計画-地震・津波災害対策計画-（令和元年６月） 

図３ 災害時の支援体制 

 

 ⑶ ボランティアとの連携 

   災害時には、ボランティアは、被災家財の搬出、災害廃棄物の撤去・運搬、貴重

品や思い出の品等の整理、清掃等も行うなど、災害廃棄物処理においても活躍が大

いに期待されるところである。 

ボランティア担当部局と連携し、災害廃棄物の分別方法や排出先、有害物質への

暴露防止等の回収作業における留意点等について説明し、町による回収・処理との

連携が図られるよう調整を行う。 

 

７ 町民への広報 

  表７を参考にして、町民へ広報すべき情報及びその具体的内容の整理を行うととも

に、情報の種類等に応じて、マスコミへの報道発表やインターネット、防災行政無線

放送、広報車、ケーブルテレビ、ソーシャルメディア、避難所・掲示板への貼紙、広

報紙等の情報伝達方法を整理する。 

  平常時からごみの分別排出について広報・啓発することを徹底することにより、災

害時においても分別排出を行える協力体制を醸成しておく。 

 

 

 

 



12 

 

表７ 町民への情報発信内容 

対応時期 情報発信内容 

災害初動期 ・災害廃棄物の排出方法（排出場所、分別方法、留意点等）、

収集方法 

・仮置場の設置状況、搬入対象品目、搬入方法 

・生活ごみの収集方法 

災害廃棄物の撤去・ 

処理開始時 

・災害廃棄物撤去等のボランティア受入れと支援内容 

・損壊家屋等の解体申請方法・所有者意思確認 

・被災自動車の所有者意思確認 

・便乗ごみの排出、不法投棄、野焼き等の禁止 

本格処理時 ・処理の進捗状況 

・環境モニタリング結果 
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第３章 被災者の生活に伴う廃棄物に係る事項 

１ ごみ・し尿の処理 

  被災者の生活に伴うごみやし尿について、あらかじめ収集運搬体制・処理体制を構

築する。発災後の応急対策としては、事前に想定した体制を踏まえ、速やかに収集運

搬体制・処理体制を確保し処理を行う。復旧・復興対策としては、仮設住宅を含めた

処理へ移行する。 

 

 ⑴ ごみの発生量 

   発災後の生活ごみ（可燃ごみ・資源ごみ）及び避難所ごみの発生量を推計すると

表８のとおり、発災後１週間後では総量の約10％に当たる避難所ごみが発生する。

なお、発災後１か月後には避難所ごみは総量の約４％まで減少する見込みである。 

 

表８ ごみの発生量推計     （単位：㎏／日） 

 発災前 発災１週間後 発災１か月後 

生活ごみ 30,408 27,408 29,208 

避難所ごみ － 3,000 1,200 

合計 30,408 30,408 30,408 

  ※生活ごみ・避難所ごみは、平成 30 年度の廃棄物発生量及び東郷町地域防災計画の被害想定 

から算出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ し尿の発生量 

   し尿の発生量及び収集車両の必要台数については、愛知県が算出しているため、

その推計値を採用し、表９のとおりである。 

   なお、国・県による推計値の見直しがあった場合、随時修正するものとする。 

 

 

 ＜ごみの発生量推計の算定方法＞ 

 ⑴ 平成 30 年度の家庭系ごみ＋資源回収量 11,099ｔ 

 ⑵ 11,099ｔ÷365 日×1,000≒30,408 ㎏ 

  （参考）地域防災計画における避難者数見込    

避難者数（冬夕方 18 時発災） 

発災１週間後 発災１か月後 

約 4,300 人 約 1,600 人 

    ※平成 30年度末の人口 43,833 人 
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表９ し尿の発生量推計及び収集車両必要想定数 

発災１週間後 発災１か月後 

し尿発生量 

（㎘／日） 

想定必要台数 

（台／日） 

し尿発生量 

（㎘／日） 

想定必要台数 

（台／日） 

17.8 1～2 2 0 

出典：市町村別し尿発生量と想定必要台数及び想定稼働台数 

 

 ⑶ 収集運搬体制・処理体制の確保・処理 

   処理施設や運搬ルートの被害状況把握、安全性確認を発災後すぐに行うとともに、

次の点を考慮した上で、他市町村や民間事業者等からの応援を含めた収集運搬体制

及び処理体制を速やかに確保し、処理を行う。 

他市町村や民間事業者等への要請が困難な場合は、県へ調整を依頼する。 

 

  ア ごみ 

   ・ 避難所ごみは、発災３～４日後（特に夏季は早期の取組が必要）には収集運

搬を開始するとともに、仮置場には搬入せず既存処理施設で処理を行う。 

   ・ 通常の生活ごみの収集については、避難所ごみや粗大ごみ等の増加に伴い、

必要に応じ被災の程度が小さい地域や保管が可能な資源ごみ等の収集頻度の

削減も必要となる。 

   ・ 避難所の開設・閉鎖の情報を適時収集し、収集運搬体制・収集ルート等を作

成・更新する。 

   ・ 避難所駐在班や防疫担当と連携を図り、害虫等の発生防止活動や駆除活動を

行う。 

  イ し尿 

   ・ 仮設トイレのし尿は、仮設トイレ設置の翌日から回収を行う。 

   ・ 仮設トイレの設置状況に応じ、１か月程度の間は、特に浄化槽汚泥の収集よ

り、し尿の収集を優先する。 

   ・ 避難所の開設・閉鎖の情報を適時収集し、収集運搬体制・収集ルート等を作

成・更新する。また、避難所以外にも断水世帯用や災害復旧現場用としての仮

設トイレが設置された場合は、その設置状況についても把握する。 

   ・ 避難所駐在班や防疫担当と連携を図り、害虫等の発生防止活動や駆除活動を

行う。 

    

 ⑷ 仮設住宅での処理体制の確保 

   避難所の閉鎖に合わせ、仮設住宅からのごみ・し尿の収集も含めた処理体制へ移

行する。 
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   避難所駐在班と連携を図り、避難所閉鎖後は仮設トイレの撤去に伴う対応を行う。 

 

  【風水害に係る留意点、特記事項】 

   水没した汲み取り便槽、浄化槽を清掃した際に発生するし尿や汚泥については、

公衆衛生の確保のため、速やかに処理し、周辺の清掃・消毒を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



16 

 

第４章 災害によって発生する廃棄物に係る事項 

 大規模災害時における目標スケジュールは図４のとおりとし、町民が生活を営んでい

る近傍にある災害廃棄物を速やかに（概ね半年以内）、全ての廃棄物を１年以内に仮置

場へ移動させる。 

 早期の復旧・復興のために、迅速な処理（概ね３年以内）を行う。 

 

 

図４ 大規模災害時における目標スケジュール 

 

１ 災害廃棄物処理の流れ 

  災害廃棄物の発生から焼却や最終処分、再生利用までの流れの概要を図５に示す。 

  「発生場所」から撤去された災害廃棄物の多くは、まず「一次仮置場」に運び、仮

置きする。その後、大部分は規模のより大きな「二次仮置場」に運搬し、選別処理・

再資源化を行い、「廃棄物処理施設（焼却施設、最終処分場等）」での処理や再生利用

を図る。 

 

 

図５ 災害廃棄物の流れ（概要） 
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２ 災害廃棄物発生量の推計 

  災害廃棄物発生量の推計は、発災前・発災後のいずれの段階においても、災害廃棄

物の計画的な処理の検討における前提条件となるとともに、処理経費の算定における

ベースともなるため、重要な検討事項である。 

  発災前に県処理計画の被害想定を基に災害廃棄物発生量を推計する。 

発災後は、実際の被害状況を踏まえて発生量を推計するとともに、復旧・復興対策

時には、被害情報等の更新を行い、発生量の見直しを行う。 

 

 ⑴ 発災前における推計 

   過去地震最大モデルで想定される建物被害棟数や浸水面積を基に、建物の全壊・

焼失、半壊、床上・床下浸水を考慮して、災害廃棄物の発生量を推計すると、表１

０のとおりとなり、災害廃棄物は 29,025ｔで、本町の平成 30 年度におけるごみ排

出量（14,036ｔ）の約 2.1 年分に相当する。 

 

表１０ 災害廃棄物の種類別発生量     （単位：ｔ） 

災害廃棄物の種類 発生量 

災害廃棄物発生量 29,025 

 選別前 災害廃棄物 29,025 

 可燃物 5,527 

不燃物 23,498 

選別後 可燃物 4,096 

不燃物 6,403 

柱角材 482 

コンクリート 16,407 

金属 1,637 

分別土砂 0 

出典：愛知県災害廃棄物処理計画における災害廃棄物等発生量（推計）について 

 

 ⑵ 発災後における推計 

   発災後、速やかに処理体制の構築や実行計画の作成を行うため、建物の被害棟数

（全壊、半壊、床上・床下浸水等）や浸水範囲について、現地確認や航空写真等に

より把握し、災害廃棄物発生量を推計する。発生量の推計が困難な場合は、県へ技

術的な支援を要求する。また、必要に応じて発生量の見直しを行う。 

 

３ 収集運搬 

  災害廃棄物により生活環境に支障が生じないようにするためには、発災後、速やか
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に収集運搬体制を確保し、生活圏から災害廃棄物を撤去することが重要である。 

  大規模災害においては、通常のごみとは異なり、建物の倒壊物や粗大ごみが大量に

発生するため、通常の収集運搬体制のみでの対応は困難であり、ダンプトラック等の

運搬車両や重機（バックホウ、つかみ機、ブルドーザー等）の活用が必要となる。 

  本町は、一般社団法人愛知県産業廃棄物協会と「災害時における廃棄物の処理等に

関する協定」を締結しており、応援協力可能な収集運搬車両や重機の台数を随時把握

しておく。 

 

 ⑴ 必要収集運搬車両の想定 

   災害廃棄物発生量から想定される収集運搬車両の必要台数は、表１１のとおりで

ある。 

 

表１１ 災害廃棄物発生量と収集運搬車両 

災害廃棄物発生量 29,025ｔ 

発災初期の収集対象量※１ 12,191ｔ 

想定必要台数※２ 11 台～18 台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 災害廃棄物に係る収集運搬体制の構築 

  ア 災害廃棄物の撤去・収集については、一般廃棄物や産業廃棄物の収集運搬業者

だけでなく、建設業者等との連携を深めるとともに、事業者リストや車両・重機

の種類別確保可能数、連絡体制・方法等を整理しておく。 

  イ 災害廃棄物の円滑な処理を進めるためには、発生段階からできる限り分別収集

を行うことが重要であり、被災家屋等から排出される廃棄物、洪水等により流出

した廃棄物、損壊家屋等の解体・撤去による廃棄物等の種類ごとに、表１２の検

＜発災初期の収集対象量及び想定必要台数の算定方法＞ 

 発災初期の収集対象量※１ 

   本計画の災害廃棄物発生量に対して、東日本大震災発災後５か月で収集し

た割合 42％を乗じて算出。 

 想定必要台数※２ 

１ 発災初期５か月の日数を 150 日とする。 

２ １日当たりの発災初期の収集対象量 12,191ｔ÷150 日≒81.3ｔ 

３ 車両の積載量を 1.5ｔと設定、１台当たりの収集回数を３～５回と設定 

４ 収集回数３回の場合 81.3ｔ÷（1.5ｔ×3回）≒18.06 台 

５ 収集回数５回の場合 81.3ｔ÷（1.5ｔ×5回）≒10.84 台 
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討事項例や表１３の分別区分例も踏まえて、分別収集方法を整理しておく。 

  ウ 被災家屋からの災害廃棄物の搬出等については、災害ボランティアセンターを

設置することとなる部局に対して、事前に災害廃棄物の分別方法や排出方法、有

害物質への暴露防止等の回収作業における留意点等について情報共有を図り、発

災時の体制整備が円滑に図られるよう調整する。 

  エ 災害ボランティアセンターに対して、発災後の状況を踏まえた災害廃棄物の分

別方法や排出先、有害物質への暴露防止等の回収作業における留意点及び町の収

集計画等について説明・調整を行い、ボランティアによる搬出と町による収集と

の連携を図る。 

  オ 収集運搬車両等に関して、緊急通行車両に係る届出時期（事前又は発災後）や

届出方法、燃料の確保方法について整理する。 

  カ 道路や河川などの公共施設上に散乱した廃棄物については、国の方針も踏まえ、

各管理者との連携の下、廃棄物の撤去を行う。 

    また、県内のみでは収集運搬体制の確保が難しい場合は、県を通じた県外応援

要請を行う。 

  キ 仮置場等での処理の円滑化を図るため、できる限り被災現場で分別した上で撤

去する。 

  ク 災害廃棄物の撤去等に従事する者は、粉じん等の暴露を防止するため、適切な

防じんマスクを着用する。 

  ケ 表１４に示す災害廃棄物のうち、環境保全上の配慮から回収すべきものは優先

的に回収する。 

 

表１２ 災害廃棄物の分別収集に係る検討事項例 

廃棄物の種類 検討事項例 

被災家屋等から排出され

る廃棄物 

・行政による回収や仮置場・処理施設への住民搬入等の

収集方法の選択 

・行政による回収又は住民搬入時の分別方法、分別排出

時の注意点、廃家電等の通常時の禁忌物の収集等に係

る取扱い 

・仮置場への住民搬入がある場合は、渋滞対策（搬入用

道路の確保、搬入の分散方法等） 

洪水等により流出した廃

棄物 

・可燃系混合物、不燃系混合物、リサイクル対象物、堆

積土砂など大まかな分別方法 

損壊家屋等の解体・撤去に

よる廃棄物 

・建設リサイクル法等を参考とした分別方法 
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表１３ 仮置場における分別区分例 

可燃物（生ごみを除く。）・

プラスチック 

木くず（木製家具を含

む。）・生木 
不燃物 

金属くず ガラス類（陶磁器を含む。） 小型家電 

家電リサイクル法対象物 
スプリングマットレス・ 

ソファー・布団 
畳 

陶器瓦（いぶし瓦を含む。） 

コンクリートがら（コンク

リート製のブロック・瓦を

含む。） 

石膏ボード 

石綿含有廃棄物（スレート

板を含む。） 
廃石綿  

※円滑な処理を行うため同じ分別区分でも、できる限り詳細な区分で分別を行う。 

 

表１４ 優先回収すべき災害廃棄物 

分類 種類 

腐敗性廃棄物 水害廃棄物、食品廃棄物、飼料・肥料等 

有害廃棄物等 

（危険物を含む。） 

ＰＣＢ廃棄物、化学物質・薬品、燃料・廃油、着火剤、 

ガスボンベ、消火器、カセットボンベ・スプレー缶、 

バッテリー、廃石綿・石綿含有廃棄物、医療廃棄物等 

 

４ 仮置場   

災害廃棄物により生活環境に支障が生じないようにするためには、発災後、速やか

に一次仮置場を設置し、生活圏から災害廃棄物を分離し、仮置きすることが重要であ

る。   

  発災後の復旧・復興対策としては、被害の大きさに応じて、二次仮置場の設置・運

営を行うとともに、処理完了後は仮置場の復旧・返却を行う。 

  仮置場に関する対応プロセスを図６に示す。 

 

 

 

 

 

仮置場についての補足 

・ 仮置場は、災害廃棄物を分別、保管、処理するために一時的に集積する場所で、

被災した家財を含む災害廃棄物の速やかな撤去、処理・処分を行うために設置す

る。 

・ 仮置場は、災害廃棄物処理のために自治体が設置、管理する場所であり、住民

が自宅近傍に自ら設置した災害廃棄物の集積場や通常のごみ集積場とは異なる。 

・ 生活ごみは仮置場へ搬入しない。 
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図６ 対応プロセス（仮置場） 

 

 ⑴ 仮置場の種類 

   仮置場には、表１５及び図５に示すように、処理施設において一度に処理ができ

ない大量の災害廃棄物を、生活圏から速やかに移動させ一時的に保管するための一

次仮置場と、災害の規模が大きい時に、処理施設での処理等が円滑に進むよう災害

廃棄物の機械選別や再資源化等を行うための二次仮置場がある。 
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表１５ 一次仮置場と二次仮置場の利用方法 

名称 利用方法等 

一次仮置場 ・被災家屋等から排出される災害廃棄物や、生活空間等に散

乱した災害廃棄物を一時的に集積する。 

・廃棄物の分別保管を行うとともに、重機等を用いた粗選別

を行う場合もある。 

二次仮置場 ・一次仮置場のみでは選別、保管、処理が完結しない場合に、

災害廃棄物を二次仮置場へ移し、機械選別、再資源化等を行

う。 

・仮設焼却炉を設置して焼却処理を行う場合もある。 

 

 
（再掲）図５ 災害廃棄物の流れ（概要） 

 

 ⑵ 仮置場必要面積 

   被害想定における災害廃棄物発生量推計を基に、仮置場の必要面積を以下の算定

方法により推計すると表１６のとおりとなる。 
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表１６ 仮置場必要面積 

災害廃棄物発生量 仮置場面積（㎡） 

重量（ｔ） 
保管面積 

作業 

スペース 
必要面積 

可燃物 不燃物 

5,527 23,498 5,185 3,457 4,321 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑶ 仮置場候補地 

   本町が選定している災害復旧用オープンスペース候補地のうち、災害廃棄物仮置

場に用いることができるオープンスペース候補地は表１７のとおりである。なお、

オープンスペースの利用については、管理者等との調整が必要である。 

 

表１７ 仮置場候補地の詳細 

候補地の名称 

（施設名） 
所在地 面積（㎡） 

愛知池運動公園 大字諸輪字百々51-236 20,000 

町民運動広場 大字春木字千子 551-1 15,000 

祐福寺グラウンド 大字春木字仲田9 始め7筆 7,434 

和合知々釜グラウンド 大字和合字知々釜 114-3 4,618 

     ※県防災安全局実施（令和元年８月）の「災害復旧用オープンスペース候補地調査」に基づき記載 

 

 ⑷ 一次仮置場の運営 

  ア 発災後速やかに、被災地域の範囲や被害状況を踏まえて、用地を確保する。 

  イ 被災状況を反映した発生量を基に、仮置場の必要面積を推計し、仮置場の増設

の必要性を検討する。 

  ウ 発災翌日までには、受付、分別のための立札や仮山、シート、場内の分別配置

マップ等を準備し、一次仮置場を開設する（図７）。 

＜＜仮置場必要面積の算定方法＞ 

   必要面積＝（①保管面積＋②作業スペース面積）÷２ 

    ①保管面積＝発生量（重さ）÷比重÷高さ 

     重さの単位：ｔ 

比重：可燃物 0.55、不燃物 1.48 

     高さ：５ｍ      

    ②作業スペース面積＝①保管面積×２／３ 

   ※ 災害廃棄物の発生と処理が同時進行するため、保管面積と

作業スペース面積の半分の面積を確保する。 
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  エ 廃自動車が多量に発生した場合は、廃自動車置場を別途設ける。 

  オ 開設にあたっては、終了後の土地の復旧・返還時の土壌分析に備えて、土壌の

採取を行う。 

  カ 開設後は、環境対策や火災対策、渋滞対策、不法投棄の防止等にも配慮する。 

  キ 仮置場の運用にあたっての留意事項を表１８に、仮置場の火災防止対策を表１

９に示す。 

 

 

図７ 一時仮置場配置例 

 

表１８ 仮置場の運用にあたっての留意事項 

項目 概要 

災害廃棄物の

分別 

・職員や民間事業者等による責任のある分別指導が必要 

・ボランティアの活用は最低限とするとともに、ボランティアを活

用する場合は、指導者の監督の下、補助作業に限定して、安全管

理にも万全を期す。 

・仮置場内の「分別配置マップ」等を設置する。 
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搬入管理 ・正確で迅速な搬入管理を行うため、運転免許証や被災証明書によ

る確認又は搬入許可証等の発行並びに搬入記録を整備し、搬入管

理する。 

仮置場の安全

管理 

・作業員は、通常の安全・衛生面に配慮した服装に加え、アスベス

トの排出に備え、必ず防じんマスク及びメガネを着用する。 

・破傷風の原因となる釘等も多いため、安全長靴等を着用する。 

仮置場の路盤

整備 

・仮置場の地面について土の場合は、廃棄物保管場所の下に敷鉄板

又はシートを設置し、土壌汚染や廃棄物と土の混合を防止する。 

・降雨時等の車両・重機の作業に支障をきたさないよう、動線に敷

鉄板や砕石等を敷設する。 

 

表１９ 仮置場の火災防止対策 

保管高さ等 ・可燃性廃棄物（混合廃棄物を含む。）の保管高さは、５ｍ以下 

・保管場所と保管場所との離隔距離は、２ｍ以上 

分別の徹底 ・カセットボンベ・スプレー缶、ガスボンベ、灯油缶（ストーブも

含む。）、ライター、バイク等の燃料等を含む危険物や、電化製品、

バッテリー、電池等の火花を散らす廃棄物について分別を徹底す

る。 

・可燃性廃棄物に、食品系廃棄物や畳等の腐敗性廃棄物を混在させ

ない。 

仮置場の配置 ・家電・電子機器等の保管場所と可燃性廃棄物・混合廃棄物等の保

管場所を近接させない。 

放熱・ガス抜き ・数週間に一度は、仮置場の堆積物の切り返しを行う。 

・ガス抜き管（有孔管）を当初又は切り返し時に設置（下部に砕石

マウンドを設置している場合は不可）する。 

モニタリング ・仮置場の巡回監視を実施する。 

・表層から１ｍ程度の深さの温度、一酸化炭素濃度を測定する。 

消火対策 ・消火栓、防火水槽、消火器、砂、バケツ、スコップ等を設置する。 

その他 ・散水による火災防止効果を過度に期待せず、保管高さや分別の徹

底を遵守する。 

 

 ⑸ 二次仮置場の運営 

  ア 一次仮置場のみでは分別、保管、処理が完結しない場合には、発災前に整理し

た二次仮置場の設置・運営方法も踏まえ、契約手続きや法的手続き、環境影響調

査などの必要事項・スケジュールを整理した上で、地元調整や民間事業者等への

委託を行い、二次仮置場を設置・運営する（図８）。 
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  イ 土壌汚染防止のため、アスファルト・コンクリート舗装の実施や鉄板・シート

の敷設、排水溝及び排水処理設備等の設置を検討するとともに、終了後の復旧・

返還に備えて事前に土壌を採取し、土壌分析を行う。 

  ウ トラックスケールを設置し、持ち込まれる災害廃棄物の収集箇所、搬入者、搬

入量を記録し、重量管理を行うとともに、災害時の不法な便乗投棄等による廃棄

物の混入防止を図る。 

  エ 再生資材が復旧復興工事等で利用されるまでの間、再生資材を保管する再生資

材置場を設ける。 

  オ 被害が甚大であること等から二次仮置場を設置・運営することが困難な場合に

は、地方自治法（昭和 22 法律第 67 号）の規定に基づき、県へ事務委託をし、町

が選定・確保した用地において、県が二次仮置場の設置・運営を行う。この場合

であっても、町が、地元調整を実施するとともに、災害廃棄物の処理は尾三衛生

組合東郷美化センターを使用することを前提とする。 

 

 

出典：災害廃棄物対策指針（平成 26 年３月、環境省） 

        図８ 二次仮置場配置例 
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 ⑸ 仮置場の復旧・返却 

   仮置場に使用した土地の返却に当たり、仮置場の原状回復を行い、土壌分析によ

る安全性の確認後、土地管理者に返却する。 

   農地を借用した場合は、作付け時期等を考慮した返却時期の検討が必要である。 

 

 【風水害に係る留意点、特記事項】 

  ・ 風水害発生時期に当たる台風の時期や梅雨の時期には、河川周辺にある仮置場

の使用が難しくなるなど、仮置場ごとに風水害や土砂災害等への脆弱性を把握し

ておき、発災時に仮置場の選定において活用する。 

  ・ 被災建物からの水没した家財道具等の濡れごみの搬出速度が速いため、速やか

に仮置場を整備するとともに、分別方法や搬入方法を周知する。 

  ・ 水分を含んだ畳等の水害廃棄物については、腐敗しやすく、発熱・発火する恐

れや、悪臭や害虫、火災等の二次災害への注意が必要であり、保管高さ、保管方

法、消臭・消毒、監視体制等に配慮するとともに、早期に資源化や処理を行う。 

  ・ 廃棄物が混入している泥は、乾燥後粉じんの飛散で苦情の原因となるため、町

民が排出する場合は土嚢袋に詰めて排出するよう周知するとともに、仮置場での

保管はフレコンバッグ※への詰め替えやシートを敷設したり、散水による対策を

行う。 

※ フレコンバッグ：フレキシブルコンテナバッグの略。粉末や粒状物を保管・運搬するための袋

状の包材。 

 

 

５ 中間処理・再資源化・最終処分 

  中間処理・再資源化・最終処分に関する対応プロセスを図９に示す。 
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図９ 対応プロセス（中間処理・再資源化・最終処分） 

 

  発災前は、災害廃棄物処理について、既存処理施設における処理可能量を推計する

とともに、被害想定を踏まえた災害廃棄物等発生量との比較を行い、廃棄物処理の一

連の流れと量を示した処理フローを図１０のとおりとし、廃棄物の種類ごとの処理体

制を構築する。 

  発災後は処理可能量を推計するとともに、処分先を確保する。 

  発災後の復旧・復興対策としては、仮置場等における仮設処理施設の整備や広域処

理の調整を進め、処理体制を確保する。 
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  ※１ 既存焼却施設で受入れができないものについては、選別の徹底による可燃物の削減、仮設焼却

炉の設置、広域処理等で対応する。 

   ※２ 既存最終処分場で受入れができないものについては、再資源化等の徹底による不燃物の削減、

広域処理等で対応する。 

図１０ 処理フロー 

 

 ⑴ 処理可能量の推計 

   本町の一般廃棄物を処理している「焼却施設」及び「最終処分場」の処理能力は、

以下のとおりである。 

  ア 焼却施設 

    焼却施設における処理可能量の算定にあたっては、施設の処理能力から現状の

処理実績を差し引いて余力を算出することとし、災害による被害に伴う処理能力

の低下を考慮するとともに、処理期間３年とした場合の値とし、表２０に示すと

おりである。 
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表２０ 災害廃棄物処理可能量 

管理者 施設名 
処理能力 炉 数 処理可能量 

t/日 炉 t/3 年 

尾三衛生組合 東郷美化センター 200 2 28,725 

出典：愛知県災害廃棄物処理計画参考資料 

 

  イ 最終処分場 

    本町は、最終処分場を所有していないこと、また、尾三衛生組合も現在稼働し

ている最終処分場を有していないことから既存施設における最終処分可能量は

ない。 

    なお、尾三衛生組合が日進市内に保有する三本木最終処分場は、現在休止中で

ある。 

 

 ⑵ 処理体制 

   災害廃棄物の処理においては、発生現場での分別とともに、仮置場における重機

選別、機械選別、再資源化等を徹底し、最終処分量の低減を図る。 

   周辺市町村及び県内の廃棄物処理事業者等の廃棄物処理施設を最大限活用する

とともに、処理しきれない場合は県外広域処理や仮設処理施設により対応する。 

   災害廃棄物の種別毎の処理体制の概要を表２１に示す。 

 

表２１ 災害廃棄物（がれき類）の処理体制（概要） 

種 別 処理体制 

可燃物 ・尾三衛生組合東郷美化センター、県内広域処理、廃棄物処理

業者等の焼却施設を最大限活用しても処理しきれない場合

は、県外広域処理や仮設焼却施設を設置し処理を行う。 

不燃物 ・可能な限り再資源化を図る。 

・再資源化できない不燃物については、尾三衛生組合管内及び

県内の最終処分場を最大限活用して処理するとともに、処理

しきれない場合は、県外広域処理により対応する。 

柱角材 ・選別した柱角材は、良質で有価物となるものは売却する。そ

れ以外のものは、木くず破砕施設の許可を有する産業廃棄物

処理業者等に委託して処理を行うほか、木質チップとして再

資源化する。 

金属 ・分別・選別された金属は、早期の段階で専門の回収業者へ有

価物として売却する。 
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コンクリート ・分別・選別されたコンクリートがらは、がれき類の破砕施設

の許可を有する産業廃棄物処理業者等に処理委託するか、再

生砕石として再資源化する。 

・建設部局と連携して、復旧復興計画との調整を図り、復旧復

興工事において使用される再生資材への再資源化を行い、再

生資材の活用を図る。 

 

６ 処理困難物対策 

  通常時は受入れを行っていない処理困難な廃棄物であっても、町民に対して排出方

法や処理方針を示しつつ、災害廃棄物処理事業としても適切に取扱い、環境汚染や事

故が起こらないように対応する必要がある。 

  生活環境等への影響が大きい廃棄物は、優先回収を行うとともに、処理困難物の処

理体制を確保する。処理が困難な場合は、広域的な処理体制を確保する。 

   

 ⑴ 処理困難物の処理方法 

  ア 優先的な回収 

   ・ 被害状況を踏まえ、処理困難物について、排出方法や排出時の注意点等を町

民に広報する。 

   ・ 生活環境への影響が大きいものや危険性が高いものについて、特定の所在が

把握できるものは優先的に回収し、災害廃棄物の撤去や損壊家屋等の解体に伴

い発見された場合は個別に回収を行う。 

   ・ 事業所から有害物質の流出・漏洩等がある場合は、事業者に回収措置等を指

導する。 

  イ 処理体制の確保 

   ・ 処理困難物の種類別に、回収先や民間の廃棄物処理業者等を確保する。 

   ・ 図１１のとおり、有害物・危険物について、平常時の収集ルートが機能して

いるものについては、速やかに指定取引先や受入先に引き渡し、機能していな

い場合は、仮置場で土壌汚染の防止や事故への注意、雨水が掛からないように

して一時保管を行い、通常ルートの復旧を待つか、新たな受入先を探す。また、

予定していなかった処理困難物を回収することとなった場合も分別を徹底し、

適切な収集ルート又は処理先に排出する。 
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   ※出典：災害廃棄物対策指針（平成 26 年３月、環境省） 

図１１ 有害物・危険物処理フロー 

 

  ウ 広域的な処理体制の確保 

   ・ 県内の回収先や産業廃棄物処理業者等の処理施設のみでは処理できない場合

は、県外広域処理のための応援要請を行う。 

   ・ 県外広域処理の応援要請にあたっては、自治体間の災害応援協定や、通常時

に委託関係のある民間事業者とのネットワークを活用するとともに、それが困

難な場合は、県を通じた県外応援要請を行う。 

 

  【風水害に係る留意点、特記事項】 

   ・ 畳はカッターによる切断（1/4 程度に）後、焼却施設等で処理する方法が考

えられるが、大量の濡れた畳の処理にあたっては、焼却炉のピット内での発酵

による発熱、発火に注意する必要があり、一度に多量にピット内に投入しない

ようにする。 

   ・ 水につかったハイブリッド車や電気自動車は感電の危険性があるため、所有

者であっても近づかないよう指導するとともに、車両解体業者等、専門知識を

持った民間業者と連携して移動する。 

 

７ 倒壊家屋等の解体・撤去 

  倒壊家屋のうち、全壊判定を受けたものは環境省の災害等廃棄物処理補助事業の対

象となり、また、阪神・淡路大震災や東日本大震災、平成 28 年熊本地震といった大

規模災害では、半壊判定を受けたものも補助事業の対象となったため、町は必要に応

じて損壊家屋等の解体・撤去を行う。 

  発災前には、損壊家屋等の解体・撤去に係る手順・手続きの整理、解体・撤去体制

の構築を図るとともに、石綿等への対策を促進する。 

  発災後は、解体申請窓口の設置・広報を行うとともに、通行上支障がある災害廃棄

物や倒壊の危険性のある損壊家屋等について、石綿の飛散防止措置等を行った上で、
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優先的な解体・撤去を行う。 

  建物所有者からの申請や必要により土地家屋調査士等の判断を踏まえて、損壊家屋

等の解体・撤去を行う。 

 

 ⑴ 優先的な解体・撤去 

ア 優先的な損壊家屋等の解体・撤去として、国の方針も踏まえ、道路管理者等と

の連携の下、通行上支障がある災害廃棄物を撤去するとともに、応急危険度判定

等を踏まえて倒壊の危険性が極めて高い損壊家屋等について、所有者への意思確

認を基本としつつ、所有者等に連絡が取れずやむを得ない場合は土地家屋調査士

等による建物の価値がないという判断を踏まえて解体する。 

  イ 優先的な解体・撤去にあたっても、解体範囲の確認等のため出来る限り所有者

の立会のもと作業を行うとともに、可能な限り分別を行う。 

  ウ 建物解体等から生ずる思い出の品について、発災前に整理した手法に基づき管

理体制を確保するとともに、貴重品については警察へ届け出る。 

  エ 損壊家屋等の本格的な解体・撤去に向けて、国の補助対象範囲に係る方針を踏

まえ、解体・撤去の対象範囲を整理した上で、解体申請窓口を設置し、申請方法

を被災者へ広報する。 

  オ 石綿等の使用建物情報について、県から提供される情報を含め、損壊家屋等の

解体や災害廃棄物の撤去を行う関係者へ周知し、石綿等の他の廃棄物への混入防

止を図り、適切な防じんマスク等の着用指導の徹底により作業従事者への暴露を

防ぐ。 

  カ 安全性の問題から建物に立入りできない場合など、石綿に係る事前調査ができ

ない場合は、散水や養生シート等による飛散防止措置を講じた上で、注意して解

体を行い、可能となった時点での調査や石綿含有のおそれがあるものを見なし石

綿含有廃棄物とする取扱い等を行う。 

 

 ⑵ 本格的な解体・撤去 

  ア 図１２及び図１３のフローを参考として、所有者からの解体申請を基本としつ

つ、倒壊等の危険がある損壊家屋等について所有者等に連絡が取れずやむを得な

い場合は、土地家屋調査士等による建物の価値がないという判断を踏まえて、損

壊家屋等を解体・撤去する。 

  イ 建物への意思確認サインの掲示依頼など所有者の意思確認の効率化や、地区ご

との解体・撤去の発注など解体作業の効率化を図るとともに、出来る限り所有者

や必要に応じて隣接者の立会のもと、確実な解体作業を行い、建設リサイクル法

に基づく分別を徹底する。（同法の運用については、「大規模災害等により被害の

生じた建築物等の建設リサイクル法上の取扱について（平成 28 年４月 22日環境
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省・国土交通省）」を参考とする。） 

  ウ 解体・撤去前に石綿等に係る事前調査を行い、石綿や石綿含有建材が見つかっ

た場合には、石綿撤去に係る隔離養生や石綿含有建材の手ばらし除去などを徹底

し、石綿の飛散防止を図る。 

 

 

出典：災害廃棄物対策指針（平成 26 年３月、環境省）を参考に県環境部作成 

図１２ 解体・撤去の手順（例） 

 

 

出典：災害廃棄物対策指針（平成 26 年３月、環境省） 

図１３ 解体・撤去の作業フロー及び処理フロー 
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８ 環境対策 

  災害時にあっては、災害廃棄物の迅速な処理が求められる一方、被災者の健康や生

活環境の保全に配慮して適正な災害廃棄物の処理を行うことが必要である。 

  災害廃棄物の処理に伴う環境影響について、表２２を参考に整理し、その環境影響

に対する環境対策や環境モニタリングについても整理する。 

 

表２２ 災害廃棄物への対応による環境影響と対策例 

環境項目 環境影響 環境対策例 

大気質 

・解体・撤去、仮置場にお

ける粉じんの飛散 

・定期的な散水 

・フレコンバッグによる保管 

・飛散防止ネット、集じん機の設置 

・仮置場内の鉄板敷設、簡易舗装 

・屋内での保管、選別処理 

・運搬車両のタイヤ洗浄 

・損壊家屋等の解体時の事前調査、飛散防止対策 

・分別収集や目視による石綿分別の徹底 

・解体撤去現場、仮置場での石綿の測定監視 

・解体・撤去、仮置場にお

ける石綿の飛散 

・災害廃棄物保管による

有害ガス、可燃性ガスの

発生 

・仮置場の積み上げ高さ制限 

・危険物分別の徹底 

騒音・ 

振動 

・解体・撤去等処理作業に

伴う騒音・振動 

・搬入搬出車両の走行に

よる騒音・振動 

・低騒音・低振動の重機等の使用 

・処理装置への防音シートの設置 

・適切な運行経路設定、走行速度の遵守 

臭気 ・災害廃棄物からの悪臭 

・腐敗性廃棄物の優先処理 

・消石灰、消臭剤等の散布 

・密閉容器、フレコンバッグ等による保管 

水質 

・災害廃棄物に含まれる

汚染物質の降雨等によ

る公共水域への流出 

・フレコンバッグによる保管 

・仮置場内の簡易舗装 

・屋内での保管、選別処理 

・仮置場内の排水、雨水の処理 

土壌等 

・災害廃棄物から周辺土

壌への有害物質等の漏

出 

・仮置場に遮水シートを敷設 

・仮置場内の簡易舗装 

・有害廃棄物の屋内保管 
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 ⑴ 応急対策時における環境対策 

  ア 環境対策・環境モニタリング 

   ・ 災害廃棄物の撤去、倒壊の危険性のある損壊家屋等の解体、一次仮置場での

保管・選別に際して、被災状況を踏まえて、具体的方法や具体的箇所等を決定

して実施する。 

  イ 悪臭及び害虫発生の防止 

   ・ 水害廃棄物、食品廃棄物、肥料・飼料等の腐敗性廃棄物について、優先的に

処理を行うとともに、薬剤や消石灰等の散布による悪臭等の防止対策や、原因

となり得る廃棄物の密閉容器やフレコンバッグへの保管等を行う。 

   ・ 害虫の発生防止のため、仮置場内の水たまりを再生砕石で埋めたり、廃タイ

ヤ内の水たまりに害虫が発生しないよう、廃タイヤは早期に処理を行う。 

   ・ 悪臭や害虫が発生した場合は、専門機関への相談を行い、消石灰や消臭剤、

殺虫剤などの散布等を行う。 

  ウ 仮置場における火災防止対策 

   ・ 一次仮置場における可燃性廃棄物、混合廃棄物等の保管について、表１９（再

掲）を参考として、保管高さ等の遵守や分別の徹底等を行うとともに、廃棄物

の切り返しやガス抜き管の設置による放熱・ガス抜き、巡回監視や温度・一酸

化炭素濃度測定等を行い、火災を予防する。 

   ・ また、万一火災が発生した場合に備えて、消火栓、防火水槽、消火器の設置、

作業員の消火訓練を行い、迅速に適切な消火活動を行う。 

 

表１９ 仮置場の火災防止対策（再掲） 

保管高さ等 ・可燃性廃棄物（混合廃棄物を含む。）の保管高さは、５ｍ以下 

・保管場所と保管場所の離隔距離は、２ｍ以上 

分別の徹底 ・カセットボンベ・スプレー缶、ガスボンベ、灯油缶（ストーブも

含む。）、ライター、バイク等の燃料等を含む危険物や、電化製品、

バッテリー、電池等の火花を散らす廃棄物について分別を徹底す

る。 

・可燃性廃棄物に、食品系廃棄物や畳等の腐敗性廃棄物を混在させ

ない。 

仮置場の配置 ・家電・電子機器等の保管場所と可燃性廃棄物・混合廃棄物等の保

管場所を近接させない。 

放熱・ガス抜き ・数週間に一度は、仮置場の堆積物の切り返しを行う。 

・ガス抜き管（有孔管）を当初又は切り返し時に設置（下部に砕石

マウンドを設置している場合は不可）する。 
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モニタリング ・仮置場の巡回監視を実施する。 

・表層から１ｍ程度の深さの温度、一酸化炭素濃度を測定する。 

消火対策 ・消火栓、防火水槽、消火器、砂、バケツ、スコップ等を設置する。 

その他 ・散水による火災防止効果を過度に期待せず、保管高さや分別の徹

底を遵守する。 

 

 ⑵ 復旧・復興時における環境対策 

   本格的な損壊家屋等の解体の開始、二次仮置場や仮設焼却炉の設置・稼働に際し

て、事前に検討した環境対策・環境モニタリングの内容を基に、被災状況を踏まえ

て、具体的方法や具体的箇所等を決定して実施する。また、被災者の避難所から応

急仮設住宅への移動に伴い、必要があれば環境調査地点を変更する。 

   二次仮置場における可燃性廃棄物等の保管について、一次仮置場と同様に、表１

９（再掲）を参考として火災防止対策を図る。 
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第５章 その他の事項 

１ 人材育成・訓練 

  災害廃棄物処理の中心的役割を担う職員については、県等が開催する災害廃棄物処

理対策等の訓練や研修会に積極的に参加し、知識の向上を図るとともに、本計画で定

めた仮置場の設置・運営方法についての確認や机上訓練などを実施し、迅速な処理対

応能力を向上させる。 

 

２ 本計画の見直し 

  町の防災計画や国県等の災害廃棄物対策の見直し、国内の大規模な災害における対

策事例等により、本計画に見直しの必要が生じた場合は見直しを行う。 

 


